
ご購入に際しては、本書の内容を十分にお読みください。

ファンドに関する投資信託説明書（請求目論見書）を含む詳細な情報は下記の委託会社ホームページで閲覧、ダウンロード
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商品分類 属性区分
単位型・
追加型

投資対象
地域

投資対象資産
（収益の源泉）

投資対象
資産 決算頻度 投資対象

地域 投資形態 為替ヘッジ

追加型 海外 株式 その他資産
（投資信託証券※） 年1回 北米 ファミリー

ファンド なし

※投資信託証券を通じて実質的な投資対象とする資産は「株式・中小型株」です。
※属性区分に記載している「為替ヘッジ」は、対円での為替リスクに対するヘッジの有無を記載しております。
※上記、商品分類及び属性区分の定義について詳しくは一般社団法人投資信託協会のホームページ（http://www.toushin.or.jp/）をご参照

ください。

■ この投資信託説明書（交付目論見書）により行う「USバイオ・ベンチャー（限定追加型）」の募集については、委託
会社は、金融商品取引法（昭和23年法律第25号）第５条の規定により、有価証券届出書を平成28年12月28日に
関東財務局長に提出しており、その届出の効力は平成29年1月13日に発生しております。

■ 当ファンドは、商品内容に関して重大な変更を行う場合に、投資信託及び投資法人に関する法律（昭和26年法律
第198号）に基づき、事前に受益者の意向を確認する手続きを行います。

■ 当ファンドの信託財産は、受託会社により保管されますが、信託法によって受託会社の固有財産等との分別管理等
が義務付けられています。

■ 金融商品取引法第15条第3項に規定する交付の請求があったときに直ちに交付しなければならない目論見書
（以下「請求目論見書」といいます。）は、投資者から請求された場合に販売会社から交付されます。なお、請求目論
見書の交付を請求した場合には、その旨をご自身で記録しておくようにしてください。

＜委託会社の情報（2017年9月29日現在）＞
委 託 会 社 名 : ベイビュー・アセット・マネジメント株式会社
設 立 年 月 日 : 1998年1月7日
資 　 本 　 金 : 1億円
所 　 在 　 地 : 東京都千代田区一番町29-1 番町ハウス
運用する投資信託財産
の 合 計 純 資 産 総 額 : 1,649億円

ベイビュー・アセット・マネジメント株式会社（以下、ベイビュー・アセット・マネジメント）について

国内外の株式、債券、及び代替資産等のアクティブ運用に特化する、国内最大級の独立
系運用会社です。
ベイビュー・アセット・マネジメントは、1998年の創業以来、専門性、質の高いサービス、そしてパートナーシップ
という経営理念の下、日本初のマルチ・ブティック型運用会社として、主に機関投資家や年金基金からご投資
を賜り発展してきました。証券会社・銀行・外資等の親会社系列ではなく、役職員等が実質的に100％自社株式
を保有し経営の独立性を確保することで、真の顧客第一、そして理想の運用を追求しています。

投資一任及び投資信託の運用を行う金融商品取引業者（不動産関連を除く）として、財務局に登録された約80社中の1
社です。内、親会社系列に属さない独立系は10社程度。中でも、会計監査並びに投資一任に関する内部統制監査証明を
取得（2012年度以降）した存在として、ガバナンスそしてコンプライアンスも徹底された運用態勢を構築しています。
契約総資産額：3,253億円（2017年3月末現在）
ホームページ：http://www.bayview.co.jp/
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中長期的に高成長が期待される、米国の中小型バイオ関連企業の株式へ主に
投資を行います。
■	米国の金融商品取引所に上場する、バイオ医薬品を開発する企業、及びバイオ医療に関連する	
企業の株式*に投資を行います。	
組入銘柄数は、40～60銘柄程度を目処とします。

■	実質組入れ外貨建資産については、原則として対円での為替ヘッジは行いません。
■	株式の実質組入比率は、原則として高位を維持することを基本とします。	
但し、市況急変時の対応として、またはファンドの資金動向や投資環境等によって、そうした運用が
できない場合、もしくは運用者の判断でそうした運用を行わない場合があります。
＊	株式には、預託証書（DR）を含みます。預託証書（DR）とは、Depositary	Receiptの略で、ある国の企業の株式を当該
国外の市場で流通させるため、現地法に従い発行した代替証券です。株式と同様に金融商品取引所で取引されます。

ビクトリー・キャピタル・マネジメント・インク（以下、ビクトリー・キャピタル・マネジメ
ント社）傘下で、米国中小型成長株式運用について専門的なノウハウを有するRS
インベストメンツのグロース・チームが実質的な運用を行います。
■	当ファンドはファミリー・ファンド方式で運用を行い、マザーファンドの運用はビクトリー・キャピタル・
マネジメント社に運用の指図に関する権限を委託します。

■	RSインベストメンツのグロース・チームは、米国ベンチャー企業の聖地、シリコンバレーを臨む
サンフランシスコを拠点とし、徹底したファンダメンタルズ分析と企業訪問によるボトムアップ	
リサーチに基づき、時代を画するイノベーション企業の発掘に努めています。

当ファンドは追加の申込みを平成30年2月16日までの毎営業日とする限定追加
型投資信託です。また、換金は月2回申込みを受け付けます。

※資金動向、市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

ファンドの目的・特色

ファンドの目的

ファンドの特色

当ファンドは、「USバイオ・ベンチャー・マザーファンド（以下、マザーファンドといいます）」への投資を
通じて、今後高成長が見込まれる米国の中小型バイオ関連企業の株式を実質的な主要投資対象と
し、信託財産の中長期的な成長を目指して運用を行います。

1

2

3

バイオ医薬品とは
有効成分がたんぱく質由来、または生物由来の物質（細胞、ウイルス、バクテリアなど）によ
り産出される医薬品。
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ファンドの目的・特色

医療の現場を根底から変えるバイオ革命

病気の治療方法の進化

　バイオ革命　 遺伝子解析技術の大躍進と共に、がんをはじめ難病根治の扉が開かれる

● 	21世紀に入り、ヒトのDNAと遺伝子（“ゲノム”）情報が初めて解明されました。しかし、当初はヒト一人
の遺伝子解析に、100億円以上の費用と10年超の期間を要し、創薬への利用は非現実的でした。

●	2007年以降の遺伝子解析技術の歴史的な発展により、今日では、10万円程度の費用と僅か2日の
所要日数で解析が可能となっています。その結果、革新的な発想と技術力を持つ中小型企業にとっての
参入障壁が取り払われ、難病のメカニズムが遺伝子レベルで解明される時代となり、バイオ業界に大
きな進化をもたらしました。

1950年～1900年 1990年代～2007年 2007年以降～

例：「プレシジョン・メディシン」

例：次世代「がん免疫療法」

がんを捕らえる免疫細胞を遺伝子操作で生成

個々の患者に合わせた精密治療薬

バイオ医療技術の進化

米国
「ヒトゲノム計画」
1990~2003年

ヒトが持つ全遺伝子
情報解明を目指した
国際プロジェクト

遺伝子解析技術の
大躍進

遺伝子解析機器メーカー
イルミナ社による
ソレクサ社の吸収合併が
契機となった
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ゲノム解析により
病気の根治を目指す時代へ

難病治療薬の劇的進化難病治療薬の劇的進化

従来：同じ治療（薬）

最適な治療法適用のための検査

将来：患者一人ひとりの特性にかなった医療
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医薬品全体
8,900億ドル

医薬品全体
11,000億ドル

2010年 2015年

↑23.6%

↑132.2%バイオ
医薬品
900億ドル

バイオ医薬品
2,090億ドル
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ファンドの目的・特色

バイオ革命が切り開く巨大市場
バイオ医薬品市場の急速な拡大と、それを支える米国中小型バイオ企業の高成長
● 	世界の医薬品市場において、バイオ医薬品が占める割合は約20％と、2010年以降の5年間で2倍に
なっています。

●	これを支えるのが、世界のバイオ業界をリードする米国中小型企業による研究開発への画期的な
取組みと、次々に生み出されるバイオ・イノベーションです。

世界の医薬品市場

米国中小型バイオ企業の高成長

バイオ医薬品市場の成長率は、年率約18％（2010年以降の5年間で132.2％）
医薬品市場全体を遥かに上回る速度で、急速な拡大を遂げています。

※ SP500はS&P500指数、SP500医薬品はS&P500医薬品指数、ナスダック・バイオはナスダック・バイオテクノロジー株指数（中小型企業中心）を表し、各々の構成銘柄の数値を 
集計し2006年を100として指数化した数値です。

出所：Bloombergのデータを元に、ベイビュー・アセット･マネジメントが作成
2006年＝100として指数化

出所：経済産業省
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ファンドの目的・特色

［参考］ マザーファンドのポートフォリオ概要

● 	当ファンドは、バイオ革命の主役であり、極めて高い成長が期待できる米国の中小型バイオ企業へ主に
投資します。

● 	医薬品開発のステージでは、株価の大幅な上昇を伴うフェーズ2～3段階にある医薬品を開発する企業を
中心に投資を行います。

時価総額別配分

サイズ 時価総額

小型 50億米ドル未満

中型 50億米ドル～250億米ドル

大型 250億米ドル以上

銘柄数分布
1銘柄 2.9％

15.8％

81.4％

6銘柄

50銘柄

ウェイト別分布

小型 中型 大型

医薬品開発ステージ別配分

ステージ 医薬品の開発状況

フェーズ0 プレクリニカル・フェーズ	
（人体での臨床試験開始前段階）

フェーズ1 臨床試験（安全性テスト）

フェーズ2 臨床試験（患者への効能テスト）

フェーズ3 臨床試験（市販薬の形で主試験）

フェーズ4 認可取得後の追加調査

銘柄数分布

6銘柄

7.9％

34.5％44.8％

12.8％8銘柄

20銘柄23銘柄

ウェイト別分布

フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4

※ 上記はマザーファンドの運用を委託するビクトリー・キャピタル・マネジメント社からの2017年9月28日時点の情報をもとにベイビュー・アセット・マネジメントにて作成。
※ 上記の「フェーズ」とはFDA（米国食品医薬品局）の医薬品の新薬認可プロセスにおける審査ステージを指します。
※ 配分比率は、マザーファンドの組入株式時価総額比です。各比率は四捨五入しており合計が100％とならない場合があります。
※ <医薬品開発ステージ別配分>は、開発中及び販売中の主要製品のステージに基づき、各企業のステージを分類しています。
※ 上記は、当ファンドの将来の投資成果等を示唆あるいは保証するものではありません。
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ファンドの目的・特色

マザーファンドの実質的な運用を行う運用会社について

運用会社について

● 		中小型バイオ企業選定のポイント	
①	特化する分野の薬品開発領域において第一人者であること	
②	治療が効果を示す範囲（セラピューティック・ウィンドウ）が広いこと	
③	開発に必要な資金を潤沢に保有していること	
④	開発中の医薬品の利権を手放していないこと	
（大手製薬企業との共同開発の場合、利権を有利に所有していないケースがある）	
⑤	開発中の医薬品に対して医師が関心を示していること（医療コンファレンス等で確認）	
⑥	成功体験を有する優れた経営陣が存在すること

RSインベストメンツ グロース・チームの運用プロセス

アイデア創出
銘柄発掘の対象：250-300社

最適な投資候補銘柄群の抽出：100社

“ベスト・オブ・ベスト”への投資：40-60社程度

中小型企業を中心とするバイオ関連銘柄で 
構成される投資ユニバース

企業ミーティング、医療会議やコンサルタント情報な
どに基づき、ポートフォリオ組入銘柄をピックアップ

株価上昇余地と下値リスクを勘案し、 
確信度の高いポートフォリオを構築

ファーム・チーム

ポートフォリオ

運用プロセスについて
● 		RSインベストメンツ	グロース・チームが運用を行います。

ビクトリー・キャピタル・マネジメント社
● 	本社:オハイオ州クリーブランド
● 	米国屈指の独立系マルチ・ブティック型運用会社として、RSインベストメンツをはじめ、	
異なる資産クラスに特化した10の運用ブティックを保有

● 		2016年バロンズ誌「全米運用会社ランキング」第21位
● 	運用総資産額の91％が、ファンド設定来、ベンチマークを上回るパフォーマンスを達成	
（出所：EVESTMENT社、2016年11月ビクトリー・キャピタル・マネジメント社作成資料）

RSインベストメンツ
● 	本拠:カリフォルニア州サンフランシスコ
● 	1986年設立
● 	米国中小型株式投資に特化した専門的運用会社（ブティック）
● 	18名の中小型企業専門アナリストを擁す
● 	2016年7月に、ビクトリー・キャピタル・マネジメント社(下記)の傘下入り
● 	日本では2000年以降、累計9本の公募投信において運用の再委託先に採用
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ファンドの目的・特色

主な投資制限

分配方針

年1回の決算時（原則として2月9日、休業日の場合は翌営業日）に、原則として以下の方針に
基づき分配を行います。
●	分配対象額の範囲は、経費控除後の利子、配当収入および売買益(評価益を含みます。)等の全額とします。
●	分配金額は委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定します。ただし、分配対象額が少額の場合は	
分配を行わないこともあります。

●	留保益については、特に制限を設けず、委託会社の判断に基づき、元本部分と同一の運用を行います。
	 ※上記の分配方針は将来の分配金の支払いおよびその金額について保証するものではありません。

●	株式への実質投資割合には、制限を設けません。
●	外貨建資産への実質投資割合には、制限を設けません。
●	投資信託証券（マザーファンド受益証券を除きます。）への実質投資割合は、信託財産の純資産総額の5％以下とし
ます。

●	新株引受権証券および新株予約権証券への実質投資割合は、取得時において、信託財産の純資産総額の20％以
下とします。

●	デリバティブの利用はヘッジ目的に限定しません。

ファンドのしくみ

ファミリーファンド方式を採用し、マザーファンドの組入れを通じて、実際の運用を行います。

投資者
（受益者）

米国の
中小型バイオ
企業の株式等

USバイオ・
ベンチャー

（限定追加型）

（ベビーファンド）

USバイオ・
ベンチャー・

マザーファンド

（マザーファンド）

ビクトリー・キャピタル・マネジメント社に、
マザーファンドの運用指図に関する権限を委託します

お申込み金
投  資 投  資

損  益分配金、償還金
一部換金代金等

損  益

ファンド マザーファンド 投資対象資産
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ファンドの目的・特色

成功報酬
当ファンドは、通常の運用管理報酬（信託報酬）の他、委託会社へ委託した資金の運用の対価として成功報酬をいた
だきます。

計算期間を通じ毎日、成功報酬額控除前基準価額（1万口当たり）がハイ・ウォーター・マークを上回った場合、当該	
基準価額から当該ハイ・ウォーター・マークを控除して得た額に10.8％（税抜10％）の率を乗じて得た額に、計算日に
おける受益権総口数を乗じて得た額を1万で除して得た額を成功報酬として計上します。
成功報酬（期中に一部換金が行われた場合には、当該一部換金口数に相当する分の成功報酬額を含みます。）は、
毎計算期間の最初の6ヶ月終了日（ただし、該当日が休業日の場合は翌営業日とします。以下同じ）および計算期末
または信託終了のときに信託財産中から委託会社に支弁するものとします。

成功報酬 ＝(                      －　　　      　　　) ×
(税抜10%)
10.8％成功報酬額

控除前基準価額
ハイ・ウォーター・

マーク

(ご参考)
◆	ハイ・ウォーター・マークについて
	 （１）設定日	：	10,000円（１万口当たり）
	 （２）	設定日以降	：		成功報酬額控除前基準価額が、その時点のハイ・ウォーター・マークを上回った場合は、翌営業日以降のハイ・

ウォーター・マークは、成功報酬額控除後基準価額に変更されます。ただし、ハイ・ウォーター・マークが変更されない
場合においても、決算時に収益分配が行われた場合には、ハイ・ウォーター・マークは収益分配金額を控除したもの
に調整されるものとします。

◆	成功報酬の留意点
●	毎日公表される基準価額は、成功報酬控除後の価額です。従って、換金される際に、換金時の基準価額から更に成功報酬が差し引
かれるものではありません。

●	成功報酬は、毎計算期間の最初の6ヶ月終了日および計算期末ごとにファンドから支払われますが、この場合も成功報酬は既に費用
計上されていますので、更に成功報酬が差し引かれるものではありません。
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投資リスク

基準価額の変動要因

当ファンドは、マザーファンド受益証券への投資等を通じて、株式などの値動きのある有価証券に
投資し、有価証券先物取引等を活用することがありますので、ファンドの基準価額は変動します。	
従って、投資者の皆さまの投資元金は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失
を被り、投資元金を割り込むことがあります。ファンドの運用による損益はすべて投資者の皆さまに
帰属します。また、投資信託は預貯金と異なります。
当ファンドの主要なリスクには以下のものがあります。

株価変動リスク
一般に株価は、個々の企業の活動や一般的な市場・経済の状況、国内および国際的な政治・経済情勢等に応じて
変動します。従って、当ファンドに組入れられる株式の価格は短期的または長期的に下落していく可能性があり、こ
れらの価格変動または流動性に予想外の変動があった場合、重大な損失が生じる場合があります。
為替変動リスク
外貨建資産の円換算価値は、資産自体の価値変動のほか、当該外貨の円に対する為替レートの変動の影響を受
けます。為替レートは、各国・地域の金利動向、政治・経済情勢、為替市場の需給その他の要因により大幅に変動
することがあります。組入外貨建資産について、当該外貨の為替レートが円高方向に進んだ場合には、基準価額が
下落する要因となり、投資元本を割込むことがあります。
なお、当ファンドにおいて、外貨建資産の為替変動リスクを回避するための為替ヘッジは行いません。そのため基
準価額は、為替レートの変動の影響を直接受けます。
カントリーリスク
投資対象国・地域において、政治・経済情勢の変化等により市場に混乱が生じた場合、または取引に対して新たな
規制が設けられた場合には、基準価額が予想外に下落したり、方針に沿った運用が困難となることがあります。
信用リスク
組入れられる株式や債券等の有価証券やコマーシャル・ペーパー等の短期金融商品は、発行体に債務不履行が
発生あるいは懸念される場合には価格が下がることがあり、また、投資資金を回収できなくなることがあります。
流動性リスク
大量の換金があった場合、換金代金を手当てするため保有有価証券を売却しなければならないことがあり、その際
には市場動向や取引量等の状況によって、基準価額が大きく変動することがあります。当ファンドはマザーファンド
の受益証券への投資を通じて運用を行いますので、同じマザーファンドに投資するベビーファンドに追加設定・換
金等に伴う資金変動があり、その結果マザーファンドにおいて売買等が生じた場合等には、当ファンドの基準価額
に影響が及ぶ場合があります。
その他の留意事項
●システムリスク・市場リスクなどに関する事項
証券市場は、世界的な経済事情の急変またはその国における天災地変、政変、経済事情の変化、政策の変更もし
くはコンピューター・ネットワーク関係の不慮の出来事などの諸事情により閉鎖されることがあります。このような場
合、一時的に換金等ができないこともあります。また、これらにより、一時的にファンドの運用方針に基づく運用がで
きなくなるリスクなどもあります。
※基準価額の変動要因（投資リスク）は、上記に限定されるものではありません。
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投資リスク

〈参考情報〉
ファンドの年間騰落率及び分配金再投資基準価額の推移 ファンドと他の代表的な資産クラスとの騰落率の比較

※上記は2012年10月から2017年9月の5年間の各月末における直近	
1年間の騰落率の平均・最大・最小を、当ファンド及び他の代表的な資産
クラスについて表示したものです。	
※上記は当ファンドと代表的な資産クラスを定量的に比較できるように作成
したものであり、すべての資産クラスが当ファンドの投資対象とは限りません。	
※当ファンドは設定日より1年が経過していないため、データはありません。
※当ファンドにベンチマークはありません。

※税引き前の分配金を再投資したものとみなして計算した基準価額および
年間騰落率が記載されており、実際の基準価額および基準価額に基づい
て計算した年間騰落率とは異なる場合があります。
※データは設定日より掲載しております。なお、ファンドの年間騰落率は設定
日より1年が経過していないため、年間騰落率はありません。
※当ファンドにベンチマークはありません。

各資産クラスの指数
日 本 株：東証株価指数（TOPIX）（配当込み）
先進国株：MSCIコクサイ・インデックス（配当込み）
新興国株：MSCIエマージング・マーケット・インデックス（配当込み）
日本国債：シティ日本国債インデックス
先進国債：シティ世界国債インデックス（除く日本）
新興国債：ＪＰモルガンＧＢＩ-ＥＭグローバル・ダイバーシファイド
（注）海外の指数は、為替ヘッジなしによる投資を想定して、円ベースの指数を採用しております。
上記各指数に関する著作権、知的財産権その他の一切の権利はその指数を算出、公表しているそれぞれの主体に帰属します（TOPIX：株式
会社東京証券取引所、MSCIコクサイ・インデックスおよびMSCIエマージング・マーケット・インデックス：MSCI	Inc.、シティ日本国債インデッ
クス、シティ世界国債インデックス：Citigroup	Index	LLC、ＪＰモルガンＧＢＩ-ＥＭグローバル・ダイバーシファイド：J.P.	Morgan	Securities	
LLC）。また、それぞれの主体は当ファンドの運用に関して一切の責任を負うものではありません。

（2012年10月～2017年9月）（2012年10月～2017年9月）
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年間騰落率（右軸）
分配金再投資基準価額（左軸）

リスクの管理体制

その他の留意点

委託会社では、投資リスクを適切に管理するため、運用部門ではファンドの特性に沿ったリスクの範囲内で運用を行う
よう留意しています。また、運用部門から独立した管理担当部門によりモニタリング等のリスク管理を行っています。

当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
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運用実績

基準価額・純資産総額の推移、分配の推移

主要な資産の状況

年間収益率の推移

■基準価額・純資産総額の推移 ■基準価額・純資産総額

■分配の推移

（2017年2月17日～2017年9月29日）

（1万口当たり、税引前）
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12,000

10,000
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6,000

基準価額（左軸） 純資産総額（右軸）　　　
100
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0

（億円）（円）

2017/2/17 2017/4 2017/9/29

分配金再投資基準価額（左軸）

2017/6 2017/8
※基準価額は、信託報酬及び実績報酬控除後のものです。
※分配金再投資基準価額は、税引き前の分配金を再投資したものとみなして計算
　した基準価額が記載されており、実際の基準価額とは異なる場合があります。

初回決算が2018年2月9日のため基準日現在分配
実績はありません。

基準価額（1万口当たり）
純資産総額

13,233円
39.9億円

2017年9月29日現在

●上記の運用実績は過去のものであり、将来の運用成果等を予想あるいは保証するものではありません。
●最新の運用実績については別途開示しており、表紙に記載の委託会社ホームページにおいて閲覧することができます。

50.0%

25.0%

0%

-25.0%

-50.0%
2017年2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2014年2013年 2015年 2016年

32.33％

※年間収益率は、分配金再投資基準価
額をもとに算出した騰落率です。

※2017年は、設定日（2017年2月17日）
から2017年9月29日までの収益率を表
示しています。

※当ファンドにベンチマークはありません。

■資産配分
資産の種類 比率

株式 95.7%
キャッシュ等 4.3%

■業種別配分
資産の種類 比率

医薬品・
バイオテクノロジー・
ライフサイエンス

95.6%

ヘルスケア機器・	
サービス 0.1%

■組入上位10銘柄	 組入銘柄数：57銘柄
順位 銘柄名 業種 比率
1 ロクソ・オンコロジー 医薬品・バイオテクノロジー・ライフサイエンス 6.7%
2 ブルーバード･バイオ 医薬品・バイオテクノロジー・ライフサイエンス 6.6%
3 イグナイタ 医薬品・バイオテクノロジー・ライフサイエンス 6.4%
4 アミカス・セラピューティクス 医薬品・バイオテクノロジー・ライフサイエンス 6.3%
5 スパーク・セラピューティクス 医薬品・バイオテクノロジー・ライフサイエンス 3.5%
6 セイジ・セラピューティクス 医薬品・バイオテクノロジー・ライフサイエンス 3.3%
7 イミューン・デザイン 医薬品・バイオテクノロジー・ライフサイエンス 3.1%
8 ブループリント・メディスン 医薬品・バイオテクノロジー・ライフサイエンス 2.9%
9 インスメッド 医薬品・バイオテクノロジー・ライフサイエンス 2.8%
10 セルジーン 医薬品・バイオテクノロジー・ライフサイエンス 2.7%

以下は、マザーファンド（USバイオ・ベンチャー・マザーファンド）の状況です。

※比率は、マザーファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率です。



12

手続・手数料等

お申込みメモ

購 入 単 位 販売会社が別に定める単位
※詳しくは販売会社までお問い合わせください。

購 入 価 額

購入申込受付日の翌営業日の基準価額
・		購入の申込期間であって、日本の銀行、ニューヨーク証券取引所またはニューヨークの銀行の
いずれかの休業日の場合は、翌日以降の日本の銀行、ニューヨーク証券取引所およびニュー
ヨークの銀行のいずれもが営業日である日を購入申込受付日とします。

購 入 代 金 販売会社が指定する期日までにお支払いください。

換 金 単 位 販売会社までお問い合わせください。

換 金 価 額

換金申込受付日の翌営業日の基準価額から0.3％（信託財産留保額）を控除した額
・		毎月1日および15日（1日および15日が、日本の銀行、ニューヨーク証券取引所またはニュー
ヨークの銀行のいずれかの休業日の場合は、翌日以降の日本の銀行、ニューヨーク証券取引
所およびニューヨークの銀行のいずれもが営業日である日）を換金申込受付日とします。

換 金 代 金 換金申込受付日から起算して、原則として6営業日目からお支払いします。

申 込 締 切 時 間 購入申込受付日および換金申込受付日の午後3時までに販売会社にお申し出下さい。

	購 入 の 申 込 期 間 平成29年2月17日から平成30年2月16日まで

換 金 制 限 信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口の換金申込には制限を設ける場合があります。

購入・換金申込受付
の中 止 及び 取 消し

委託会社は、金融商品取引所等における取引の停止、その他やむを得ない事情があるときは、
購入・換金申込受付を中止すること、および既に受け付けた申込みを取消す場合があります。

信 託 期 間 平成39年2月9日まで（平成29年2月17日設定）

		繰 上 償 還

委託会社は次のいずれかの場合、事前に受益者の意向を確認し、受託会社と合意のうえ、信託
契約を解約し、信託を終了させること（繰上償還）ができます。	
・	受益権口数が10億口を下回った場合	
・	信託契約を解約することが受益者のために有利であると認めるとき	
・	やむを得ない事情が発生したとき

		決 算 日 毎年2月9日（休業日の場合は翌営業日）

	収 益 分 配

年1回の決算時に収益分配方針に基づいて収益分配を行います。	ただし、分配対象額が少額の
場合は分配を行わないこともあります。	
※	販売会社との契約に基づき＜累積投資コース＞を選択された場合の収益分配金は、税引き後
自動的に無手数料で再投資されます。

	信 託 金 の 限 度 額 300億円を上限とします。

公 告 原則として電子公告の方法により行い、委託会社のホームページ【http://www.bayview.
co.jp/】に掲載します。

運 用 報 告 書 毎期決算後および償還後に交付運用報告書は作成され、販売会社を通じて知れている受益者
に対して交付されます。

		課 税 関 係
課税上は株式投資信託として取扱われます。	
公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度の適用対象です。	
税金の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。
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手続・手数料等

ファンドの費用、税金
<ファンドの費用>
投資者が直接的に負担する費用

購 入 時 手 数 料
購入価額に申込口数を乗じて得た額に、3.24％（税抜
3.00％）を上限として販売会社が定める手数料率を乗
じて得た額です。
※詳しくは販売会社までお問い合わせください。

販売会社によるファンドの募集・販売の
取扱い事務等の対価

	信 託 財 産 留 保 額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額に対して、0.3％の率を乗じて得た額をご負担いただき
ます。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

運 用 管 理 費 用
（ 信 託 報 酬 ）

日々の信託財産の純資産総額に対して年率2.106％（税抜1.95％）を乗じて得た額とします。
※内訳（税抜）については以下の通りとします。

内訳
（税抜）

委託会社 年1.2％ 委託した資金の運用の対価

販売会社 年0.7％
	運用報告書等各種書類の送付、口座
内でのファンドの管理、購入後の	情報
提供等の対価

受託会社 年0.05％ 運用財産の管理、委託会社からの指図
の実行の対価

※	委託会社の報酬には、マザーファンドの運用の指図に関する権限の委託先への報酬（年0.6％）
が含まれております。

成 功 報 酬

ハイ・ウォーター・マーク超過分の10.8％（税抜10％）
※	ハイ・ウォーター・マークについては8ページをご参照く
ださい。

委託会社：委託した資金の運用の対価

※	成功報酬にはマザーファンドの運用の指図に関する権限の委託先への報酬（成功報酬の100
分の60）が含まれております。

その他の費用・手数料
監査費用ならびに組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料を信託財産でご負担いた
だきます。
これらの費用は運用状況等により変動するため、事前に料率・上限額等を示すことができません。

※	運用管理費用、諸費用等は日々 計上され、毎計算期間の最初の6ヶ月終了日および計算期末または信託終了のときに信託財産中から支払われ
ます。売買委託手数料はその都度信託財産から支払われます。

＜税金＞
・	税金は表に記載の時期に適用されます。
・	以下の表は個人投資家の源泉徴収時の税率であり、課税方法等により異なる場合があります。

時　期 項　目 税　　金

分配時 所得税及び地方税 配当所得として課税、普通分配金に対して20.315％

換金（解約）時及び償還時 所得税及び地方税 譲渡所得として課税、換金（解約）時及び償還時の差益（譲渡益）に
	対して20.315％

※少額投資非課税制度「愛称：ＮＩＳＡ（ニーサ）」および未成年者少額投資非課税制度「愛称：ジュニアNISA（ジュニアニーサ）」をご利用の	
場合、毎年、一定額の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じる配当所得および譲渡所得が一定期間非課税となります。	
販売会社で非課税口座を開設するなど、一定の条件に該当する方が対象となります。詳しくは、販売会社にお問合せください。
※法人の場合は上記とは異なります。
※確定拠出年金制度の加入者については、確定拠出年金の積立金の運用にかかる税制が適用されます。なお、確定拠出年金法に基づく運用と
して購入する場合は、少額投資非課税制度の適用対象外です。
※上記は平成29年9月末現在の税法に基づくものであり、税法が改正された場合等には、税率等が変更される場合があります。
※税金の取扱いの詳細につきましては、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

上記手数料等の合計額については、購入金額や保有期間等に応じて異なりますので、あらかじめ表示することができません。
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